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第４章 実務編 
 

１ 公務災害・通勤災害認定請求 
 
（１）手続きの流れ 

職員が公務・通勤中に被災した場合の手続きの流れは、次のとおりです。 
 

災 害 発 生 
 

 
 すぐに、医療機関で治療を受けてください。 
 

         ↓ 
 

医療機関での治療 
 

 共済組合員証・健康保険証は使用しないでください。 

 ※病院等の窓口で、当該負傷等を公務・通勤災害申請する旨

を伝えれば、通常自己負担は求められません。 
          ↓ 

 
認 定 請 求 

 

 被災後、被災職員は速やかに所属宛て認定請求書を提出して

ください。 

         【認定請求書の流れ】 
      被災職員：被災後速やかに認定請求書を作成し、所属に提出してください。 
        ↓ 
      所  属：認定請求書に記載された事実関係の確認及び添付書類に不足は 

           ないかを点検した上で、所属長の証明をしてください。 
              ↓ 
      任命権者：（小・中学校の場合、各市町教育委員会及び教育事務所を経由） 
                      書類の不備等の確認及び、公務上外等の意見を記入してください。 
           (20 ページ、57～61 ページ参照) 

            ※ 災害発生日から３か月以上経過後に基金支部へ提出する事案

については、提出遅延の原因及び再発防止策等を記載した遅延

理由書を所属長名で作成し、認定請求書に添付願います。 

            （精神疾患事案等、基金支部が添付不要と判断した事案は除く） 

        ↓ 
      基金支部：公務上外（通勤該当・非該当）の認定をします。 
           ※ 事案によっては、本部に協議することがあります。 
           ↓ 

認     定 
 認定後、認定通知書を被災職員及び任命権者（県職員の場合

は各所属部局宛て）に送付します。なお、傷病が治った場合は、

速やかに「治ゆ届」を提出してください。（91 ページ参照） 
 



被
災
当
日
分

被
災
前
六
月
分

(1) 勤 務 時 間 中 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ （○） （○）

(3) 宿 日 直 勤 務 中 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ （○） （○）

(4) 通 勤 途 上 ○ ○ ○ ○ ○ （○） ○ ○ ○ ○ ○ ○ （○） （○） （○）

(5) 出 張 （ 外 勤 ） 中 ○ ○ ○ ○ （○） ○ ○ ○ ○ ○ ○ （○） ○ （○） （○）

(6) 訓 練 中 ○ ○ ○ ○ （○） ○ ○ ○ （○） （○） （○） （○）

(8) 第 三 者 加 害 行 為 ○ ○ ○ （○） ○ ○ （○） （○） （○） ○ （○） ○ ○ ○ （○） ○ ○ （○） （○）

(1) 腰 痛 症 ○ ○ ○ ○ （○） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ （○） （○） （○）

(3) 上 肢 障 害 ○ ○ ○ ○ （○） （○） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ （○） （○） （○）

(4) 精 神 疾 患 ○ ○ ○ ○ ○ （○） （○） （○） ○ ○ ○ ○ ○ （○） （○）

(5) そ の 他 ○ ○ ○ ○ （○） （○） （○） ○ ○ ○ ○ ○ ○ （○） （○） （○）

(1) 第 三 者 加 害 行 為 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ （○） ○ ○ （○） ○ ○ ○ ○ ○ （○） （○）

(2) そ の 他 ○ ○ ○ ○ ○ （○） ○ ○ ○ ○ ○ （○） （○）

（注）　１　（○）は、必要に応じて添付してもらいます。

　　　　２　上記のほか、認定上必要と認められる資料の提出をしてもらう場合があります。

○ ○

訓練実施計画書又は訓練中であることを証明できる資料

○

（○） ○ ○ ○

調査項目票、追加調査項目票

精神疾患等の公務起因性判断のための調査票　等

（○）

（○）

○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○
実施決定書（原議）の写、年間実施計画書、参加者数、勤
務上の取扱い等の資料（P8参照）
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（○）

腰痛症の公務災害発生状況に関する調書
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参 加 中

負
　
　
　
　
　
　
傷

公
　
　
務
　
　
災
　
　
害

（２）認定請求書添付書類一覧

上肢業務の調査項目表
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心・血管疾患及び脳血管疾患の認定調査票

教員のクラブ活動に係る事案については年間練習計画書、
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（３）認定請求書の記載方法・留意点 

   公務災害や通勤災害の認定請求に際して提出する書類、記載方法や注意点について

説明します。 
   所属担当者は、記入漏れや記載上の不備がないかどうか等を、以下に沿って確認し

てください。なお、誤字等の軽微な不備については、見え消しの上、朱書き訂正して

差し支えありません。 
 
 ① 認定請求書（56 ページ以降参照） 
  ・ 請求者 
    通常は本人ですが、死亡事案の場合は遺族になります。 

    ※ 遺族が請求する場合には、本人との関係を示す公的書類（戸籍謄本等）を添

付してください。 
  ・ 所属団体 
    栃木県、栃木県警察、○○市、△△教育委員会、□□消防本部 等 
  ・ 所属部局 
    総務部総務課、○○小学校、△△警察署、□□センター 等 
  ・  災害発生の場所 
   ア 勤 務 場 所 の 場 合：本庁２階西側廊下、給食調理室 等 
   イ 勤務場所以外の場合：○○市△△町１１番地（先）県道□□号線交差点 等  
  ・ 傷病名 
    診断書の傷病名を全て転記してください。 
  ・ 共済組合員証・健康保険証記号 
    共済組合等宛てに共済組合員証等の不使用（又は使用）通知を送付するため、必 

   ず記載してください。また、共済組合等名を必ず記入ください。 
  ・ 災害発生の状況 
    次の要領で、出来るだけ詳細に記入してください。 
   ア．誰が・・・・・・・通常は、「私」で始まります。 
   イ．いつ・・・・・・・○月○日（△）午前（午後）□時□分頃 
   ウ．どこで・・・・・・具体的な場所を記入してください。 

エ．何をしているとき・事故の状況が分かるように、具体的に記入してください。 
   オ．どうして・・・・・階段から誤って足を滑らせ、突然追突され 等 
   カ．どうなった・・・・転倒し右足首を骨折した、頭部を強打した 等 
   キ．そしてどうした・・救急車で市内の病院に行きました 等 

   ※ 認定請求書作成時点で病院を複数受診している場合、全て記載してください。 

(例：○月○日△△病院初診、その後、詳しい検査を受けるため、紹介のあった 

□□病院に○月○日に転医し、現在も□□病院で治療中。) 

  ・ 所属長の証明 
    記載内容が正しいか調査・確認の上、証明をお願いします。 
  ・  添付資料名 
    該当欄をチェックしてください。 
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  ・ 任命権者の意見 

    点線内は、認定請求書の注意事項の職種番号を記入してください。また、57 ペー

ジ以降を参考に、任命権者の意見を記入してください。 

    任命権者とは、知事、市町村長、○○市議会議長、消防長、△△町教育委員会、

企業長等を言います。 
 
 ② 遅延理由書 
  ・ 災害発生日から３か月以上経過後に基金支部へ提出する負傷事案については、提

出遅延の原因及び再発防止策等を記載した遅延理由書を所属長名で作成し、添付し

てください。（記載例は 94 ページ参照） 
   ※ 精神疾患事案等、基金支部が添付不要と判断した事案は除く。 

 
③ 診断書 

  ・ 必ず原本を添付してください。 
  ・ 傷病名は、公務・通勤災害と関連があるもの全て記入してもらってください。 

ただし、「○○の疑い」のように確定診断でないものは記入しないでください。 
  ・ 必ず初診日を記入してもらってください（受傷日のみでは不可）。 
  ・ 治療見込み期間を記入してもらってください。 
    例：約３週間の通院加療を要する 等 
    ※ なお、予定より治療が長引いた場合でも、診断書を再提出する必要はありま 

     せん（再提出した場合療養補償の対象にはなりません。その場合、自己負担に 

     なりますので御注意願います。）。 
  ・ 応急処置後、別の病院に通院している場合、通院している病院の診断書を添付し 

   てください（応急処置の病院の診断書は不要です。応急処置の病院の診断書も取っ 

   た場合、自己負担になってしまいますので御注意願います。）。 

・ 消費税は非課税です。 

 
④ 個人情報の利用に係る通知及び同意書 

   平成 17 年４月１日から個人情報の保護に関する法律が施行されたことに伴い、  

  個人情報を取り扱う場合には、その利用の目的を本人に通知することが義務づけら 

  れました。その際に、個人情報の利用目的を明記した文書を手渡し、特定の目的の 

  みに利用される旨説明してください（147 ページ参照）。 
   また、併せて、公務災害（通勤災害）認定請求書に本人からの同意書を添付して 

  ください（148 ページ参照）。なお、同意書には本人の押印が必須です。 
  

⑤ 災害現認書 
  ・ 事故を目撃した同僚や事故報告を受けた上司の方が記載してください。 
  ・ 現認者の氏名の下に（ ）書きで被災職員との関係（同僚、上司等）を記入して 

   ください。 
  ・ 現認の状況は、「災害発生の状況」と同じ要領で記入してください。 



21 

 

  ・  現認者がいない場合は、口頭報告を受けた上司の方が記入してください。 
    この場合、「現認の状況」欄は「・・・の旨、口頭（電話）で報告を受けました。」

で終わります（68 ページ参照）。 

 
⑥ 出勤簿の写し 

  ・ 被災した月の出勤簿の写しを添付してください（所属長の原本証明をお願いしま

す）。 

   ※ 出勤簿がない職場の場合は、所属長の出勤証明書等でも構いません。 

  ・ 所属長証明は公印不要です（以下同様）。 
 

⑦ 現場見取図 
  ・ 災害発生現場を上から見た平面図として作成してください（69 ページ参照）。 
  ・ 被災職員と現認者の位置を明記してください。 
  ・ 被災職員又は被災職員から十分話を聞いた職員が作成してください。 
 

⑧ 災害発生状況見取図 
  ・ 事故状況を簡単なイラストにしてください（70 ページ参照）。 
  ・ イラストでは分かりにくい場合、適宜、簡単な説明を付け加えてください。 
 

⑨ 負傷部位略図 
  ・ 負傷した部位に赤でしるしを付けてください（71 ページ参照）。 
  ・ 細部のため記入できない場合、別紙等に拡大図を添付してください。 
  ・ 「説明」には、「左足首を捻挫しました。」等と記入してください。 
 

⑩ 事務分掌 
   職員名及び各担当事務が記載されている課内事務分掌を添付してください。 

 
⑪ 経路図 

  ・ 出張中や通勤・退勤途上等の場合、経路図を添付してください（72 ページ参照）。 
  【出張中・外勤中の場合】 

  ア 勤務地と目的地を明記し、予定経路を青線で記入してください。 
   イ 事故当日の移動経路を赤線で記入し、災害発生現場に×印を明記してください。 

  【通勤・退勤途上の場合】 
   ア 勤務地と自宅を明記し、通勤届の経路を青線で記入してください。 
   イ 事故当日の移動経路を赤線で記入し、災害発生現場に×印を明記してください。 
  ・ 作成の際は、既成の地図を使用してください。 

・ 県外等で被災した場合は、別途連絡します。 
 
 ⑫ 第三者加害行為事案の場合 

   41 ページに記載の書類を添付してください。 
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 ⑬ レクリエーション中の負傷の場合 

      公務災害に該当するレクリエーション中の負傷の概要は、８ページを参照して  

  ください。 
   添付書類として、次の資料が必要となります。 
      ・ 企画・立案・実施に係る一連の起案書の写し 
   ・ 開催通知・実施要領の写し 
   ・ メンバー表の写し 
   ・ その他（必要に応じて徴収します。） 

 

（４）認定時に交付する書類 

   通常の負傷事案の場合、基金が認定請求を受理（不備等がない場合又は不備の補正

後）してから約１～２週間程度で審査が終了します。 

   審査終了後、被災職員及び任命権者宛てに認定通知書を１通ずつ送付します。 

 
 【認定時に交付する書類】 
  ① 認定通知書 

  ② 災害補償のしおり（別冊） 

  ③ 補償の案内（29 ページ参照） 

  ④ 提出書類に関する留意事項【賠償先行事案除く】（33 ページ参照） 

  ⑤ 療養補償請求書（132～136 ページ参照）及び療養の給付請求書（149 ページ参照） 

  ⑥ 転医届（141 ページ参照） 

  ⑦ 治ゆ届（143 ページ参照） 

  ⑧ 第三者加害行為現状（結果）報告書【該当者のみ】（144～145 ページ参照） 
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２ 療養補償請求 
 認定通知書を受領後、以下に基づき、速やかに療養補償請求に係る手続きを行ってくだ

さい。 
 

（１）請求の流れ 
① 指定医療機関（36 ページ参照）を受診した場合 
 

被災職員 

 

 認定後、被災職員は、認定通知書に同封した「療養の給付請求書

（様式第５号）」に必要事項を記入の上、速やかに受診した指定医

療機関へ提出してください（提出は初回のみです）。 

         ↓ 

 

指定医療機関 

 

 指定医療機関は「療養の給付請求書（様式第５号）」と併せて、

所定の様式（150～151 ページ）で基金支部宛て療養費を直接請求し

てください。 

          ↓ 

基金支部 
 療養の給付決定を行い、被災職員及び任命権者宛て通知します。 

 療養費請求内容を審査し、指定医療機関に支払います。 

 
② 指定医療機関以外の医療機関を受診した場合 

被災職員 

 認定後、被災職員は、認定通知書に同封した「療養補償請求書（様

式第６号）」を受診した医療機関に速やかに提出し、必要事項の記

入を依頼してください。 

 

※ 「療養補償請求書（様式第６号）」は、療養費の支払いが発生

するたびに提出してください。なお、同じ月に複数回受診した場

合には、月単位でまとめて提出してください。 

         ↓ 

医療機関 
 医療機関は「療養補償請求書（様式第６号）」の必要事項に記入

押印し、被災職員に返却してください。 

          ↓ 

被災職員 

 医療機関から返却を受けた被災職員は、速やかに、所属・任命権

者を経由して「療養補償請求書（様式第６号）」を基金支部宛て提

出してください。 

     ↓ 

基金支部 
 請求内容を審査し、「療養補償請求書（様式第６号）」に記載さ

れた口座に支払います。 
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（２）療養補償請求書（様式第６号）の記載内容について 

 ① 受領委任の場合 

  【被災職員】 

・ 表面の認定番号欄及び請求者の氏名欄を記入してください。 

・ 表面の「１補償費用の受領委任」の上段に記名し、「２被災職員に関する事項」

に必要事項を記入してください。 

  【医療機関】 

   ・ 表面の「１補償費用の受領委任」の下段に記名してください。 

   ・ 表面の３～８及び９（医療機関の口座）を記入してください。 

   ・ 裏面に診療内容を記入してください。 

    ※ 診療報酬明細書（レセプト）を添付する場合は、診療内容の記入を一部省略

することができます。 

 

 ② 本人請求の場合 

【被災職員】 

   ・ 表面の認定番号欄及び請求者の氏名欄を記入してください。 

・ 表面の「２被災職員に関する事項」、「９送金希望口座等」に必要事項を記入

してください。 

  【医療機関】 

   ・ 表面の３～８を記入してください。 

   ・ 裏面に診療内容及び証明欄（最下段）を記入してください。 

    ※ 診療報酬明細書（レセプト）を添付する場合は、診療内容の記入を一部省略

することができます。ただし、この場合であっても証明欄の記入は必要ですの

で御留意ください。 

 

（３）「療養補償請求書（様式第６号）」の提出期限について 

   療養補償請求書（様式第６号）については、以下の期限までに基金支部へ提出する

よう、被災職員・所属・任命権者において適切に管理してください。 

   なお、以下の期限を過ぎてから提出する場合には、提出遅延の原因及び再発防止策

等について記載した遅延理由書を所属長名で作成し、所属・任命権者を経由して基金

支部宛て提出してください。 

 【提出期限】 

   ・ 初回提出…認定通知書を受領した日から起算して２か月以内 

   ・ 上記以外…療養を受けた月の末日から起算して３か月以内 

     例）令和７年１月に医療機関を３回受診→令和７年４月 30 日までに提出 
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（４）療養補償請求書（様式第６号）に添付する書類一覧 

請求の内容 添付書類 添付書類の内容 

① コルセット、固定補装 

 具等を購入した場合 

補装具証明書 

（82、138 ページ参照） 

医師がその理由を記載したもの 

② 入院で個室又は上級室 

 を使用した場合 

上級室・個室等証明書 

（79、137 ページ参照） 

医師がその理由及び必要期間を

記載したもの 

③ 看護を必要とした場合 看護証明書 

（90、142 ページ参照） 

〃 

④ 通院に際し、電車、バ 

 ス等の公共交通機関を使 

 用した場合 

(1)通院・移送費明細書 

 (85、139 ページ参照) 

(2)経路図 

 (86、140 ページ参照) 

(1)は医師が通院日について証

明したもの。タクシー等を使用

した場合は、医師がタクシー等

を必要とする理由、期間及び回

数について所見に記載・証明し

たもの。 

(2)は利用した交通機関も記載 

⑤ 通院に際し、自家用車 

 を使用した場合 

⑥ 通院に際し、タクシー 

 等を使用した場合 

⑦ 上記①～⑥の費用及び 

 その他の治療等を被災者 

 自ら負担した場合 

領収書（82 ページ参照） 原本を添付 

（注）１ 証明書等は原本を添付してください。 

   ２ 自己負担した場合は、領収書（原本）を添付してください、ただし、移送費の

請求であって、通院に際し、電車・バス等の公共交通機関を利用した場合につい

ては、領収書の添付は必要ありません。 

 

（５）療養補償の手続における留意事項 

 ① 療養補償の請求範囲について 

   基金支部に請求できる療養補償は、公務（通勤）災害として認定された傷病に係る

ものに限られ、私傷病（認定以外の傷病）に係る療養については、補償の対象外とな

ります。 

 

 ② 診断書について 

 ・ 原則として、公務災害・通勤災害の認定上必要なもののみ療養補償の対象となり

ます。例えば、休暇届に使用する診断書等他の目的で発行した診断書の費用につい

ては、療養補償の対象外です。 

 ・ 公務災害・通勤災害の認定請求に使用した診断書料は、消費税法及び同法施行令

の規定により、非課税となります。 
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③ 被災職員が誤って共済組合員証等を使用した場合の対応について 

   医療機関の窓口で公務災害への切替えを依頼し、全額返金してもらってください。 

   一定期間が経過した等、公務災害への切替えが困難な場合は、基金支部に請求する

こととなります。この場合、医療機関に療養補償請求書（様式第６号）への必要事項

の記入・証明を依頼し、領収書（又は支払証明書）を添付の上、所属・任命権者を経

由して基金支部宛て請求してください。（87、88 ページ参照） 

  

④ 被災職員が補装具等を自己負担した場合について 

   療養補償請求書（様式第６号）に必要事項を記載し、補装具使用に係る医師の証明

書、業者発行の仕様内訳記載領収書を添付の上、所属・任命権者を経由して基金支部

宛て請求してください。（80～82 ページ参照） 

  

⑤ 通院・移送費について 

  医療機関へ通院するための交通費等についても、国家公務員等の旅費に関する法律

（昭和 25 年法律第 114 号）及び国家公務員等の旅費に関する法律施行令（令和６年

政令第 306 号）の規定の例に準じて計算した額が支給の対象となります。 

  一般的には、電車・バス等の交通機関を利用した場合について認められますが、負

傷の部位や状況等からみてやむを得ない場合、タクシーの利用も支給対象として認め

られます。（83～86 ページ参照） 

  また、被災職員やその家族がやむを得ず自家用車を運転して通院した場合であっ

て、ガソリン代の実費の算定が困難な場合には、社会通念上妥当と認められる範囲内

の額（※）を支給します。 

  その他、やむを得ない理由により知人等に送迎を依頼し、謝礼を支払った場合は、

社会通念上妥当と認められる額を、移送費として支給します。 

 

 ※ 職員等の旅費に関する条例（昭和 36 年 12 月 21 日栃木県条例第 49 号）第 18 条

第１項及び職員等の旅費に関する規則（昭和 37 年７月 31 日栃木県規則第 55 号）

第８条第１項を準用した額（１キロメートルにつき 21 円） 
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３ 転医 
 

転医を行う場合には、個人的理由による転医は認められず、次の場合のように医学上

又は社会通念上の妥当性を有することが必要です。 

 なお、転医しようとする場合は、あらかじめ、所属・任命権者を経由して基金支部宛

て転医届を提出してください。 

① 災害のあった最寄りの医療機関で応急手当を受けた後、療養に適した医療機関に転

医する場合 

② 療養の経過により自宅又は勤務先からの通院に便利な医療機関に転医する場合 

③ 療養に際し、医療設備等の事情により他の医療機関に転医することを医師が認めた

場合 

 
 
４ 治ゆ及び障害補償決定 

 
（１）治ゆについて 
 ・ 地方公務員災害補償制度では、次の場合を「治ゆ」といいます。 
  ア 完全に傷病が治った場合・・・完全治ゆ 
  イ 症状が固定し、医療効果が期待できなくなった場合（対症療法のみを行ってい 

   る状態等）・・・・・・・・・・症状固定 
  ※ 「急性症状のみ」という条件付きで認定されている場合は、急性症状消退時をも 

って治ゆとします。 
 ・ 治ゆした時（通常は、医療機関で治ゆした、又は症状固定した旨の説明がありま 

  す。）は、速やかに治ゆ届を提出してください。 
  ※ 治ゆ届は被災職員本人が記入してください。（医師の証明、診断書等は不要です）。 

※ 治ゆ日後に医療機関を受診した場合、その分の医療費はお支払いできませんので 

注意してください。 

 ・ 交通事故等において、賠償（示談）先行で処理した事案（療養補償等が保険会社等

から支払われた事案）についても、治ゆ届を提出してください。 
 ・ 一定の障害が残った場合、治ゆ届に具体的な症状を記載してください。追って、基 

金支部から障害等級の確認・決定等に必要な手続きを連絡します。（手続きの流れに

ついては、次ページを参照してください。） 
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（２）治ゆから障害補償決定までの手続の流れ 
 
主治医の診断 

 

 
 障害が残った場合、残存障害診断書を主治医に記入してもらいます。 

（「完全治ゆ」の場合、特に受診する必要はありません。） 
        ↓ 

 
治ゆ届の作成 

 

 
治ゆ届は被災職員本人が作成します。 
障害が残った場合、治ゆ届に障害の状況を詳しく記入してください。 

        ↓ 
 
  
治ゆ届の提出 

 

 
治ゆ届は所属・任命権者経由で基金支部に提出してください。 
治ゆ届提出後、障害補償に該当しない場合、基金支部から治ゆ認定

の通知を送付し、完結となります。 
障害が残った場合、治ゆ届と併せて、残存障害診断書と日常生活状

況申立書（被災職員が作成）を提出してください。 
        ↓ 

 
調 査 

 
 

 
 必要に応じて、基金支部から主治医等に調査をおこないます。追加

で検査が必要となる場合もありますので、その際には受診・検査を行

ってください。 
        ↓ 

 
  
障害等級の決定 
 
 

 
 調査結果に基づき、障害等級を決定します。 
  なお、診断書に等級が記載されている場合でも、法に基づき、基金

支部が独自で障害等級を決定します。 
 

        ↓ 
 
障害補償の請求 
 

 
 関係資料を添付して、障害補償請求をします。 
 ※ 手続の詳細は、基金支部から任命権者宛て連絡します。 

        ↓ 
 
障害補償の決定 
 

 
 ※ 状況により、手続きが前後する場合があります。 



５　参考資料（認定時配付資料）

種　　　類

療 養 補 償

100

他に休業援護金を支給

傷病補償年金

障 害 補 償

介 護 補 償

遺 族 補 償

葬 祭 補 償

補　償　の　案　内

   あなたは、公務災害（または通勤災害）として別紙のとおり認定されました。地方公務員災害

補償法の規定による補償は次の表のとおりですので、該当するものについて基金栃木県支部に請求

の手続をしてください。

傷病補償年金又は障害補償年金の
受給者のうち、常時又は随時介護
を受けている場合に支給
（病院、施設等に入院・入所して
いる場合を除く）

補　　　　　償　　　　　内　　　　　容

原則的には治るまでの間、療養の費用を支給
(1)診察　(2)薬剤・治療材料の支給　(3)処置・手
術　(4)居宅における看護等　(5)入院看護等　(6)
移送

平均給与額×２４５日～３１３日分
（傷病等級１～３級）
他に傷病特別給付金、傷病特別支給金を支給

60

（令和７年４月現在）

休 業 補 償

平均給与額×６０日分、又は315,000円に平均給
与額×３０日分を加えた額のいずれか高い方の額

死亡した場合、死亡時の職員との
生計維持関係により、その遺族に
支給

死亡した場合、葬儀を行った者に
支給

事　　　　　　　　　　　　　　項

負傷し、又は疾病にかかった場合

療養開始後１年６ヵ月を経過して
も治らない場合で、障害の程度が全
く職務に服せない状態の場合

 療養のため、勤務することができ
ない場合において、給与を受けな
い場合

平均給与額の

(1)年金（１～７級）
　　平均給与額×１３１日～３１３日分
(2)一時金（８～14級）
　　平均給与額×５６日～５０３日分
他に障害特別給付金、障害特別支給金及び障害
特別援護金を支給

傷病が治ゆ（症状固定）したとき、
後遺障害の程度に応じて支給

(1)常時介護を要する場合
　　月額85,490円（上限177,950円）
(2)随時介護を要する場合
　　月額42,700円（上限88,980円）

(1)年金
　　受給資格者の人数に応じ
　　平均給与額×１５３日～２４５日
(2)死亡一時金
　　死亡職員との続柄に応じ平均給与額の
　  ４００日～１，０００日分
他に遺族特別給付金、遺族特別支給金及び遺族
特別援護金
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補償の種類



福 祉 事 業

１．療養の範囲

　　個人的理由による転医は認められず、次の場合のように医学上または社会通念上の妥当性を

　有することが必要です。また、転医をしようとする場合は、必ず、基金支部にあらかじめ「転

　医届」を提出してください。

　　　通費であり、一般的交通機関（電車、バス等）の運賃です。やむを得ずタクシー等を利用

　　　する場合は、傷病の程度等からみて、療養上医師が必要と認めた場合で、かつ、基金支部

　　　が妥当と認めたものに限ります。

２．医療機関の変更（転医）

　　　す。

　　　を含む）の看護を認めた場合に限り、付添看護が認められます。従って、単に身の回りの

　　　世話をするために家族が付き添ったり、看護師がいないためにこれに代わって看護を行う

　　　者を雇った場合は認められません。

〔注意事項〕

　　○　診断書、意見書等の文書は、通常公務災害（又は通勤災害）に認定上必要な一通のみ

　　　に限られ、そのほかに基金支部で要求した文書があるときに限り認められます。例えば、

　　　に行われる温泉療法、理学療法等を受けることができます。

　　○　移送料（通院費等）は、災害の場所、自宅又は勤務先から医療機関への往復に要した交

(１)外科後処置
(２)リハビリテーション
(３)補装具の支給
(４)アフターケア
(５)奨学援護金（就労保育援護金）
(６)在宅介護人の派遣
(７)長期家族介護者援護金

　　　傷病の治ゆ後に支給される。

（５）学令に応じ月額15,000円～39,000円
（６）費用の７割を負担（３割は受益者負担）
（７）支給要件を満たす者に一時金支給

　　療養は医学上、社会通念上妥当と認められるもの（医師が必要と認め、かつ、基金支部が相

　　○　医師が療養上必要であり、かつ、積極的効果があると認めた場合は、医師の指導のもと

　　　状により、療養上医師が必要と認めた場合に限られます。

　　○　入院をした場合の看護は、原則として医療機関において行われるものですが、医師が病

　　　状等により常に看護師（看護師がいないためにこれに代わって看護を行う者を付した場合

  当と認めたもの）に限られます。
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　　○　特別室、個室、少人数の病室等の入院は、緊急の場合で普通室が満床のとき、又は、病

　　　休暇届に使用する診断書等他の目的のものは認められません。

　　○　療養上医師が必要と認めた場合のコルセットの購入費用や松葉杖の貸借料は認められま

療養の基準



　　療養補償請求書（様式第６号）については、以下の期限までに提出してください。

　　・初回提出：認定通知書を受領した日から起算して２か月以内

　　・上記以外：療養を受けた日の月末から起算して３か月以内

３．請求の期限

　　　　必要と認めた具体的理由及び期間の記載された医師の証明書、所属長の証明書及び領収書

　　○　バス等の一般的交通機関を利用した場合

　　　　医師・所属長の証明がある通院日、利用区間及び利用料金を記載した明細書

２．請求の方法

　　療養費を請求する場合は、直接被災職員が請求する方法と、医療機関に受領を委任して医療機

　関から請求する方法（受領委任）とがありますが、診療費については受領委任の方法が簡便です。

　　　　した本人の申立書

　　　・領収書及び明細書

　(4)　移送料

　(2)　上級室等の入院料

　　　・入室を必要とした具体的理由及び期間の記載された医師の証明書

　(3)　看護料

　　　・看護師を必要とした具体的理由及び期間の記載された医師の証明書

　　○　タクシーを利用した場合

　　次の費用が含まれる場合は、請求書に該当する書類を添付してください。

　(1)　コルセット、松葉杖の費用

　　　・必要とした具体的理由の記載された医師の証明書

　　　・本人が直接支払っている場合は領収書

１．療養費用の請求

　　療養に要した費用は、療養補償請求書により、任命権者を経由して基金支部に提出があった

　都度補償されます。ただし、指定医療機関にて療養した場合、及び共済組合員証を使用した場

　合の共済組合負担分については請求しないでください。

　　　・家族等を付き添えとした場合は、上記の他に看護師が得られなかった具体的理由を記載

　　○　療養の経過上から、勤務先又は自宅から通院に便利な医療機関に転医をする場合

　すので、認定後は基金の療養補償に切替えてください。

　　○　療養の経過上から、療養に必要な医療設備がないため、他の医療設備のある医療機関に

　　　転医をすることを医師が認めた場合

３．共済組合員証等の使用

　　公務災害（または通勤災害）には原則として共済組合員証は使用できないことになっていま

　　○　最寄りの医療機関で応急処置を受けたあと療養に適した医療機関に転医をする場合
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療養費の給付



　県支部審査会（栃木県経営管理部職員厚生課内）に対して、審査請求することができます。

１．補償を受ける権利は２年間（障害補償及び遺族補償については５年間）で時効によって消滅

　します。

２．基金支部の行った補償の決定に不服がある場合は、行政不服審査法に定める手続にもとづい

　て決定のあったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、地方公務員災害補償基金栃木

　なお、加害者と示談を結ぶ場合、必ず、事前に基金支部にご連絡願います。

　加害者のある場合は(1)又は(2)の請求を行うのが通常（この方法によれば、被災職員にとって

も慰謝料の請求もでき有利と認められます。）ですが、相手方が不明の場合等やむをえない事由

がある場合には(3)によって基金支部から補償を受けることになります。

被災職員にとっておおむね次の請求権が同時に発生します。

　(1)　加害者に対する損害賠償請求権（民法７０９～７２０条）

　(2)　交通事故については、自動車損害賠償保障法による損害賠償請求権

　公務災害（または通勤災害）が治ゆ又は症状が固定（傷病に対する医療効果が期待できなくな

り、かつ、その症状が固定した状態）したときは、すみやかに治ゆ届を提出してください。

　この場合、地公災法施行規則別表に定める程度の障害が残ったときは、その程度に応じて障害

　(3)　地公災法による補償請求権

補償年金又は障害補償一時金を受けることができます。

　公務災害（または通勤災害）が第三者の加害行為（交通事故や暴力等）によって生じた場合は、
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４．補償費用の支払

　　基金支部は療養補償のほか各補償について請求（受領委任を含む）があれば、その内容を審査

　し、相当と認められる金額の支払いを行います。

　　支払方法は口座振込を利用してください。

傷病が治ったとき

第三者加害による場合

時効、不服申立、その他
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提出書類に関する留意事項 

１ 療養補償請求書 

①  指定医療機関（裏面参照）以外で診療を受けた場合は、様式第６号の「療養補償

請求書」を医療機関に渡し、所定の事項を記載してもらった後受領し、所属及び所

属を主管する部署を経由した上で、栃木県支部に提出してください。 
 ② 指定医療機関で診療を受けた場合は、様式第５号の「療養給付請求書」を医療機関

に渡してください。療養給付請求書を渡した後は、指定医療機関が直接基金に療養費

を請求することになるので、当該指定医療機関の療養費請求手続が不要となります。 
 （注）診断書料は、認定請求書に添付したもの（原則として１通）に限り請求すること 

  ができます（消費税法上「非課税扱い」のため、税抜きで請求してください）。 

 

２ 上級室・個室証明書及び看護証明書 

  上級室・個室等の必要性及び付添看護の必要性を医師に証明してもらい、所属及び所 

属を主管する部署を経由した上で栃木県支部に提出してください。 
 
３ 通院・移送費明細書 

    「タクシー」の利用を必要とする場合は、その必要性を医師に証明してもらい、所属 
  及び所属を主管する部署を経由した上で栃木県支部に提出してください。 
 
４ 転医届 

  個人的理由による転医は認められず、次の場合のように医学上又は社会通念上の妥当

性を有することが必要です。なお、転医しようとする場合は、栃木県支部にあらかじめ

転医届を提出してください。 
 ① 災害のあった最寄りの医療機関で応急手当てを受けた後、療養に適した医療機関に 

 転医する場合 
 ② 療養の経過により自宅又は勤務先からの通院に便利な医療機関に転医する場合 
 ③ 療養に際し、医療設備等の事情により他の医療機関に転医することを医師が認めた 

  場合 
 
５ 公務・通勤災害治ゆ届 

  主治医から、治ゆ（完全治ゆ、症状固定等）と言われた場合、速やかに所定の事項を 

記載（特に傷病名欄には「認定傷病名」を必ず記載のこと）の上、所属及び所属を主管 

する部署を経由した上で栃木県支部に提出してください。 
 

 

 

 

 



（被災職員向け）

公務・通勤災害 療養補償等の手続きについて

１ 指定医療機関（別添一覧に記載の医療機関）を受診した場合

・ 療養の給付請求書（様式第５号）に必要事項を記入の上、医療機関に提出してください。
療養費については、指定医療機関が直接基金支部宛てに療養費の請求を行いますので、

被災職員は特に手続きを行う必要はありません。

２ 指定医療機関以外を受診した場合

（１）本人が療養費等を負担していない場合【受領委任】

以下の資料を所属・任命権者を経由して基金支部宛て提出してください。

【必要書類】
・ 療養補償請求書（様式第６号）
※被災職員が記入する箇所と、医療機関が記入する箇所があります。以下のチェック項目に
留意し、請求書を作成してください。

・ その他請求書の内容に応じて必要な添付書類
※（例）入院で個室等を利用した場合･･･上級室・個室等証明書

【チェック項目】

□「認定番号」、「請求回数」、
「請求者の氏名・住所」を記入

□「１補償費用の受領委任」上段に
医療機関名、請求者名を記入

□「１補償費用の受領委任」下段に
医療機関名を記入

□被災職員の所属団体等を記入

□診療費等の金額を記入

□「送金希望の場合」の口座名等に、
医療機関の口座情報を記入
（正確に記入し、口座名義人には
必ずフリガナを記入してください。）

□医療機関記載面（様式第６号裏面）
について、医療点数や処置の内容等
を記載
（又は「診療報酬明細書」を添付）

被

被

医

医

様式第６号裏面 医

･･･被災職員が記入
･･･医療機関が記入医

被

地方公務員災害補償基金 栃木県支部
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（２）本人が療養費等を負担している場合【本人請求】

以下の資料を所属・任命権者を経由して基金支部宛て提出してください。

【必要書類】
・ 療養補償請求書（様式第６号）
※被災職員が記入する箇所と、医療機関が記入する箇所があります。以下のチェック項目に
留意し、請求書を作成してください。

・ 領収書原本（自家用車・電車等による移送費の場合を除く）
・ その他請求書の内容に応じて必要な添付書類
※（例）補装具を購入した場合･･･医師の証明書

入院で個室等を利用した場合･･･上級室・個室等証明書
移送費の場合･･･通院・移送費明細書及び経路図

【チェック項目】

□「認定番号」、「請求回数」、
「請求者の氏名・住所」を記入

□被災職員の所属団体等を記入

□診療費等の金額を記入

□「送金希望の場合」の口座名等に
請求者の個人番号（公金受取口座
利用の場合のみ）又は口座情報を
記入
（正確に記入し、口座名義人には必ず
フリガナを記入してください。）

□医療機関記載面（様式第６号裏面）
について、医療点数や処置の内容等
を記載
（又は「診療報酬明細書」を添付）

３ その他提出書類

様式第６号裏面

医

被

被

被

被

医

医

･･･被災職員が記入

･･･医療機関が記入

（１）転医届

個人的理由による転医は認められず、次の場合のように医学上又は社会通念上の妥当性を有すること
が必要です。なお、転医しようとする場合は、あらかじめ転医届を所属・任命権者を経由して提出して
ください。
① 災害のあった最寄りの医療機関で応急手当てを受けた後、療養に適した医療機関に転医する場合
② 療養の経過により自宅又は勤務先からの通院に便利な医療機関に転医する場合
③ 療養に際し、医療設備等の事情により他の医療機関に転医することを医師が認めた場合

（２）治ゆ届

主治医から治ゆ（完全治ゆ、症状固定等）と言われた場合、速やかに所定の事項を記載（特に傷病名
欄には「認定傷病名」を必ず記載のこと。）した治ゆ届を所属・任命権者を経由して提出してください。
なお、地方公務員災害補償法施行規則別表に定める程度の障害が残ったときは、その程度に応じて障

害補償年金又は障害補償一時金を受けることができます。 35
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指  定  医  療  機  関  一  覧 

所 在 地 番号 医 療 機 関 名 

宇都宮市 

１ 国立病院機構栃木医療センター  

２ 国立病院機構宇都宮病院 

３ 済生会宇都宮病院 

４ 栃木県立岡本台病院 

５ 地域医療機能推進機構うつのみや病院 

６ 地方独立行政法人栃木県立リハビリテーションセンター 

７ 医療法人 DIC 宇都宮セントラルクリニック 

足利市 ８ 足利赤十字病院 

栃木市 ９ とちぎメディカルセンターしもつが 

佐野市 
１０ 佐野厚生総合病院 

１１ 佐野市民病院 

鹿沼市 １２ 上都賀総合病院 

小山市 １３ 新小山市民病院 

真岡市 １４ 芳賀赤十字病院 

大田原市 １５ 那須赤十字病院 

矢板市 １６ 国際医療福祉大学塩谷病院 

下野市 
１７ 自治医科大学附属病院 

１８ 石橋総合病院 

 

 
 
 
※指定医療機関で診療を受けた場合は、認定通知書を受けとった後、必ず病院窓口に

認定された旨（所属・氏名・認定番号等）を伝えてください。 


